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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗︓改善　↘︓悪化　→︓変化なし　ー︓数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位︓千円、⼈）
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私⽴⾼校の進学先としての魅⼒向上を定量的に把握するため
前年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を除く実績
平均以上かつR5実績以上に設定
私⽴⾼校の進学先としての魅⼒向上を定量的に把握するため
前年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を除く実績
平均以上に設定

専門学校の教育成果を定量的に把握するため前年度の目標値
かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を除く実績平均以上に設定

私⽴⾼校の⽣徒の経済的負担軽減施策の成果を定量的に把
握するため前年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を
除く実績平均以下に設定
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達成目標（☆印は主要目標）

理想の⼦ども数を持てない理由として経済的負担を挙げた
⼈の割合

要求からの
主な変更点

・私⽴学校振興費補助⾦について政府予算案を踏まえ所要額を精査
・私⽴⾼等学校等奨学給付⾦⽀給事業について政府予算案を踏まえ所要額を精査
・県私学教育協会退職資⾦給付事業補助⾦について補助率を精査し、所要額を計上

年／
年度 数値
2021
(R3) 51.0

単
位

%

目標
年／
年度 数値
2027
(R9) 40.0

年／
年度 数値
2023
(R5) 57.3

直近３か年/年度分の状況
年／
年度 数値
2022
(R4) 55.5

事　業　名 私⽴学校振興費 部局 県⺠⽂化部 課・室 県⺠の学び⽀援課
実施期間 S25 〜

達成
状況 目標値設定理由R6年度

⾒込 推移

➁就学に係る保護者の経済的負担を軽減

単
位

R4年度 R5年度No. 指標名 実績 実績 推移
R7年度
目標値

若者の結婚・出産・⼦育ての希望実現

一⼈ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの推進

⾼等教育の振興による地域の中核となる⼈材の育成5-3①

No.

4-1①

5-1①

施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 04 05 01 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

・少⼦化の進展に伴い、令和６年度の⾼等学校⼊学対象者数は、最⼤であった平成２年度の52.６％となっている。令和20年度
⼊学者⾒込数は、最⼤であった平成２年度の35.１％と、今後⽣徒数のさらなる減少が⾒込まれる。
・総務省が公表している消費者物価指数（総合指数）によると、2020年の値100に対し、2024年2⽉の値は106となっており、
価格⾼騰により家計が影響を受けている。
・このため、以下の取組を⾏い、特⾊ある教育を展開する私⽴学校による多様な学びの場の確保や私⽴学校⽣徒の就学機会を確
保する必要がある。

私⽴学校の教育環境の維持向上と保護者負担の軽減を目指す。

①私⽴学校の運営を⽀援

・保護者の経済状況に関わらず学びを継続できるよう、私⽴⾼等学校等就学⽀援⾦などにより、保護者の経済的負担を軽減
・教育費負担の軽減を図るため、私⽴⾼等学校等に在籍する⽣徒に授業料等を⽀援
・【拡】⼦どもを３⼈以上扶養する世帯の私⽴専門学校⽣の授業料等を、所得制限なく上限額まで減免

・私⽴学校の教育環境の維持向上と児童⽣徒等の経済的負担の軽減のため、各学校に運営費を補助
・特別な⽀援が必要な児童⽣徒の受⼊れ、ESD（Education for Sustainable Development）（持続可能な開発のための
教育）の実施など、各学校の取組に応じて補助⾦を配分し、各学校の特⾊をより活かせるようにサポート
・【拡】「⼦育て⽀援活動の推進」を実施する幼稚園に対する運営費の補助単価を引上げ

E-mail ken-manabi pref.nagano.lg.jp

12,690,563 7,639,444

8.0
R6年度 3,120 12,576,670 4,204 12,583,994 7,605,295 7.0
R5年度 92,877 12,604,829 △ 408,634 12,289,072 7,737,852 11,855,085

職員数前年度繰越 当初予算 補正予算等 合計
（予算現額） うち一般財源

7.0
要求 12,855,785 12,855,785 7,755,896

区分
予算額

決算額

R7年度
予算案 12,690,563



私⽴専門学校授業料等減免事業

「⼤学等における修学の⽀援に関する法律」に基づき、専門学校が授業料等の減
免措置を⾏う費⽤を⽀弁
【拡】⼦どもを３⼈以上扶養する世帯の私⽴専門学校⽣の授業料等を、所得制限
なく上限額まで減免補助⾦

1,512⼈の⽣徒へ⽀給

2 私⽴⾼等学校等授業料等軽減事業
補助⾦

教育費負担の軽減を図るため、私⽴⾼等学校等に在籍する⽣徒に授業料等を⽀
援補助⾦
3,334⼈の⽣徒の授業料を軽減、1,532⼈の⽣徒の⼊学⾦を軽減

私⽴⾼等学校等就学⽀援事業交付
⾦

私⽴⾼等学校等の⽣徒に対し、⽀援⾦を交付
交付⾦

12,741⼈の⽣徒へ交付

要求 4,367,813
千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

細事業
No. 細事業名 R5年度

当初予算
R6年度

当初予算
R7年度

当初予算

3 私⽴⾼等学校等の保護者負担軽減のための⽀援事業 3,878,441 4,023,705
予算案

4 私⽴幼稚園の園庭芝⽣化導⼊費補
助事業

私⽴幼稚園等に対して、園庭を芝⽣化するための導⼊費⽤を補助
補助⾦

３園に対して補助

遊具などの設備　19園に対して補助、ICTシステム導⼊　27園に対して補助

3 私⽴幼稚園⼦育て⽀援施設等利⽤
給付費負担⾦

⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、市町村が認定こども園等へ⽀弁する施設等利⽤
費の⽀給に要する費⽤に対して負担⾦を交付負担⾦
51市町村に対して交付

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 認定こども園等への⽀援

・遊具等の施設設備の整備を⽀援
・幼稚園教諭免許状取得に係る養成施設受講料などを⽀援
・認定こども園への移⾏に係る事務費等を⽀援
・園務改善のためのICTシステム導⼊を⽀援補助⾦

2
私⽴幼稚園等施設型給付費負担
⾦・私⽴幼稚園等施設型給付費補
助⾦

負担⾦ ⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、市町村が認定こども園等へ⽀給する施設型給付
等の経費に対して負担⾦・補助⾦を交付補助⾦
56市町村に対して交付

要求 2,088,218
千円 千円 千円

細事業
No. 細事業名 R5年度

当初予算
R6年度

当初予算
R7年度

当初予算

2 認定こども園等への⽀援 2,142,279 1,940,752
予算案

事　業　名 私⽴学校振興費
事業番号 04 05 01 細事業⼀覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

1

細事業
No. 細事業名

私⽴学校振興費補助⾦

No.

1

要求
千円

6,181,730 6,183,155

千円 千円

5,833,561
5,928,234

部局 県⺠⽂化部 課・室 県⺠の学び⽀援課

令和７年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）
私⽴学校の運営費に対して補助
【拡】「⼦育て⽀援活動の推進」を実施する幼稚園に対する運営費の補助単価を引
上げ
119校へ補助

3 私⽴⾼等学校等奨学給付⾦⽀給事
業

低所得世帯の経済的負担を軽減するため、奨学のための給付⾦を⽀給
補助⾦

4,204⼈の⽣徒へ⽀給

4

1

4,307,001

R7年度
当初予算

R6年度
当初予算

R5年度
当初予算

予算案

補助⾦

細事業を構成する主な取組

私⽴学校振興費補助⾦

実施方法

2,088,218



20⾼等学校等設置者へ交付

2 私学振興事務費等
私⽴学校審議会の開催、私学振興専門員の配置

直接
私⽴学校審議会の年２回の開催

千円
No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 私⽴⾼等学校等就学⽀援事業事務
費

直接 私⽴⾼等学校等の⽣徒に対する⾼等学校等就学⽀援⾦の交付に関する事務経
費補助⾦

5 事務費等 23,708 32,549
予算案 37,370
要求 37,370

千円 千円

細事業
No. 細事業名 R5年度

当初予算
R6年度

当初予算
R7年度

当初予算

3 全国専修学校各種学校総連合会北
関東信越ブロック⼤会補助⾦

⻑野県専修学校各種学校連合会が実施する全国専修学校各種学校総連合会
北関東信越ブロック⼤会に要する経費に対して補助⾦を交付補助⾦
⻑野県専修学校各種学校連合会に対して100千円補助

2 ⽇本私⽴学校振興・共済事業団補
助⾦

⽇本私⽴学校振興・共済事業団が実施する教職員の⻑期給付業務（年⾦）に
要する経費に対して補助⾦を交付補助⾦
4,179⼈分に対しての補助

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 県私学教育協会退職資⾦給付事業
補助⾦

私学教育協会が⾏う教職員の退職資⾦給付事業に要する経費に対して補助⾦を
交付
【拡】⻑野県私学教育協会退職資⾦給付事業補助⾦の補助率を引上げ補助⾦

2,755⼈分対しての補助

私学団体等への⽀援 378,671 396,509
予算案 424,413
要求 434,150

千円 千円 千円

細事業
No. 細事業名 R5年度

当初予算
R6年度

当初予算
R7年度

当初予算

No.

4


